
令和元年度 第２回 

 

川 口 市 国 民 健 康 保 険 運 営 協 議 会 次 第 

 

日 時    令和元年１１月２６日（火） 

午後１時３０分 

                   会 場    議会棟３階第３委員会室 

 

 

 １ 開 会 

 

 

 ２ 会長あいさつ 

 

 

 ３ 議 事 

 

（１）保険税の賦課限度額について 

 

 

 ４ 報告事項 

 

（１）その他 

 

 

５ 閉 会 

 



■ 川口市国保の現状

□ 1人当たり医療費の推移

議事（1）資料

1

169,358

163,386

152,839

144,523

138,755

135,000

140,000

145,000

150,000

155,000

160,000

165,000

170,000

175,000

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

単位：人

単位：円

□ 加入者数の推移（各年度３月３１日現在）
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（歳出）

医療保険給付費

３６８億円
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□ 川口市国保の財政状況

【予算規模】令和元年度：560億円
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□ 近年における市の法定外負担金（赤字繰入額）の推移
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□ 収納率の状況
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□ 収納率向上の対策

（1）コールセンターの設置
・未納者に対し、早期に自主納付の電話催告を行う。

→架電人数延べ 24,660人 （平成30年4月～9月、前年同期 17,895人）

（2）口座振替の推進
・納付方法の口座振替原則化
平成29年7月「川口市国民健康保険税における口座振替の推進に係る
取扱要綱」の策定

・ペイジー口座振替受付サービスの推進による口座振替開始件数
令和元年10月現在 1,950件 （平成30年度実績：3,321件）

（3）催告業務の見直し
・催告書の送付前に分納不履行者へ通知(平成30年6月分～）
・催告書の発送回数の増
（平成26年度4回、平成27年度5回、平成28・29年度6回、平成30年度7回）

（4）滞納処分の更なる強化
・債権を中心とした差押の強化（継続債権差押件数 平成29年95件、平成30年322件）

・現年度の納期内納付の指導
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所得額

■賦課限度額（改正後）
基礎課税額(医療分）：61万円
後期高齢者支援金等課税額：１9万円
介護納付金課税額：16万円保険税額

７
割

軽
減

応能分

応益分

令和２年度実施

※法定どおり実施する予定

□ 賦課限度額の見直し

令和元年度
実施

令和２年度
実施（案）
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賦課限度額の見直し

中間所得層の被保険者の
負担に配慮した国民健康
保険税の見直しが可能と
なる。

所得額

■賦課限度額（現行）
基礎課税額(医療分）：58万円
後期高齢者支援金等課税額：１9万円
介護納付金課税額：16万円

保険税額
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令和元年度実施
7割軽減基準額：基礎控除額（33万円）
5割軽減基準額：基礎控除額（33万円＋28万円）
2割軽減基準額：基礎控除額（33万円＋51万円）

５
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２
割



医療分 後期分 介護分 計 医療分 後期分 介護分 計

平成20年度 47 12 9 68 41 12 8 61

平成21年度 47 12 10 69 47 12 9 68

平成22年度 50 13 10 73 47 12 10 69

平成23年度 51 14 12 77 50 13 10 73

平成24年度 51 14 12 77 51 14 12 77

平成25年度 51 14 12 77 51 14 12 77

平成26年度 51 16 14 81 51 14 12 77

平成27年度 52 17 16 85 51 16 14 81

平成28年度 54 19 16 89 52 17 16 85

平成29年度 54 19 16 89 54 19 16 89

平成30年度 58 19 16 93 54 19 16 89

令和元年度 61 19 16 96 58 19 16 93

令和2年度 61+A 19+Ｂ 16+Ｃ 96+Ａ+Ｂ+Ｃ 61 19 16 96

法定　賦課限度額 市　賦課限度額

□ 賦課限度額の推移 （単位：万円）

【審議事項】 賦課限度額の引上げは、法定の1年遅れで実施する。
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□ 法定軽減の推移について

法定 軽減の対象者の推移

7割（6割）軽減 5割（4割）軽減 2割軽減

平成20年度

33万円以下

33万円＋（24.5万円×A）以下
平成21年度

平成22年度

平成23年度

平成24年度
33万円＋（24.5万円×A）以下 33万円＋（35万円×B）以下

平成25年度

平成26年度 33万円＋（24.5万円×B）以下 33万円＋（45万円×B）以下

平成27年度 33万円＋（26万円×B）以下 33万円＋（47万円×B）以下

平成28年度 33万円＋（26.5万円×B）以下 33万円＋（48万円×B）以下

平成29年度 33万円＋（27万円×B）以下 33万円＋（49万円×B）以下

平成30年度 33万円＋（27.5万円×B）以下 33万円＋（50万円×B）以下

令和元年度 33万円＋（28万円×B）以下 33万円＋（51万円×B）以下

令和 2 年度 ※法定どおり実施する予定

＊前年の世帯の総所得金額等が一定の基準以下の場合、均等割を軽減
A=世帯主を除く加入者数と特定同一世帯所属者
B=加入者数と特定同一世帯所属者
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